第10章　シンガポール
梅本　克
2006年5月に実施されたリー・シェンロン首相就任後初の総選挙では，与党の人民行動党（PAP）が，全体の3分の2の票と84議席中82議席を勝ち取った。シンガポールは1965年にマレーシアから分離独立して以来，議会で議席の大半を占める人民行動党が統治している。人民行動党に敵対する大きな対抗勢力が存在しないのは，これまで人民行動党がシンガポール経済を上手く管理し，東アジアで最も豊かな経済に導いてきたからであり，政治的な反発を阻止してきたからでもある。今回の人民行動党の地滑り的な再選は，大多数のシンガポール人が，リー首相と人民行動党が政情安定と経済繁栄をもたらすと信任していることを示している。

シンガポールの実質GDPは1997年まで著しく増加したが，1998年と2001～03年には景気が後退した（表10.1，図10.1）。経済の成熟化のため，長期的には成長ペースが遅くなる可能性が高い。労働市場は2002～04年に失業率が5％を超え，高失業率の年が続いている。とはいえ，2004～06年は経済成長が加速し，6.4％以上の成長率を達成した。2006年の実質GDP成長率は，第1四半期の10.3％から第2～４四半期に8.0％，7.0％，5.9％と徐々に減速したと推定されている。通年では7.7％となり，表1.2でまとめた予測と比較して高水準にある。これに合わせて，失業率は2005年には4.3％に低下し，さらに2006年1～10月期には2.7％まで改善した。2007年の経済成長は，5％あたりまで著しく下落すると予想されている。

シンガポールのインフレ率は非常に低く，消費者物価指数の上昇率は過去10年間2.0％を超えることはなく，2006年は1.0％に過ぎない（表10.2，図10.3）。むしろ，デフレーションがより心配である。GDPデフレータは，2006年第3四半期に少し上昇したが第1～2四半期は下落している（図10.1）。第4四半期は少し上昇したため，通年のGDPデフレータは変化がなかったと推定している。2007年には消費者物価指数の上昇率もあまり変化しないと予測されている（表1.2）。
シンガポールは事実上農業を持たない都市国家であるため，就業と生産がほぼすべて製造業とサービス業に依存している（表10.1）。さらに，同国は成熟した経済であるため，多くの年で製造業はサービス業より成長が遅い。商業，運輸・通信業，金融業・営利業務が大きなシェアを持つことは，東南アジアにおける金融と商業の中心地としてシンガポールが重要であることを反映している。2006年第1～3四半期では，製造業の対実質GDPシェアが2005年と比べて1％以上拡大している。また，商業と金融業・営利業務が比較的急速に発展した。

将来を見据えた産業政策として，これまで異なった政府機関が携わっていた研究開発（R&D）事業を統括する国家研究開発財団（NRF）が2006年1月に発足した。そしてNRFは，今後のシンガポール経済の発展に大きく寄与すると思われるバイオ医療科学，環境・水技術，双方向・デジタルメディアを戦略的に育成すべき分野とし，それらのR&D活動に積極的に資金を供給するように提言した。これまでもデジタルメディア産業では，経済開発庁（EDB）を通じて2012年までに対GDPシェアを3％と倍増させる「メディア21」計画が実施されていて，確実に成果を挙げてきた。例えば，米国のルーカスフィルムや日本のコーエーのような世界的に有名なデジタルメディアの企業がシンガポールで事業を開始している。また，地元企業もデジタルアニメーションとコンピュータゲームの分野にて能力を増強し，デジタルメディア産業の競争力強化に貢献している。NRFを通じたR&D強化策は，この産業分野をさらに活性化させるだろう。さらに，R&Dの国家戦略を策定する研究・革新・事業審議会（RIEC）は2006年2月，NRFが定めた上記の戦略3分野の研究振興に対して，2012年までに13億8,000万Sドルを投資することを発表した。この投資により，2015年までに300億Sドルの付加価値と8万人の雇用創出を見込んでいる。これは，2006年における付加価値の3倍であり，雇用数の2倍に相当する（Singapore, National Research Foundation，2006）。
シンガポールは東南アジアの重要な中継貿易地点である。そして輸出額と輸入額はそれぞれ2004年以降GDPの2倍を超えている（表10.1）。シンガポールは本報告で取り上げる国・地域の中で経済規模が最小である（表1.1）。しかし，その貿易規模は大きく，最近では輸出額・輸入額とも他の東南アジア諸国を上回っている。純輸出は非常に大きく，2006年の第1～3四半期には比較的速く増加した。総固定資本形成と民間最終消費支出の増加があまり見られないが，政府最終消費支出は総支出の中でも比較的速く増加した。財貨の貿易が輸出・輸入の大部分を占め（表10.2），中でも再輸出のシェアは非常に大きい（表10.3）。再輸出シェアは2001年以来，46％を超えている。国内からの輸出と輸入では，電気機器関連の3項目（事務用･電算機器，通信機器等，その他電気機器）が特に重要である。貿易の伸び率は，2005年において輸出入総額がともに14％であったが，2006年1～10月期にはさらにそれぞれ20％と19％まで加速した。
貿易相手国は多岐にわたり，特にマレーシア，米国，欧州工業国，中国は，近年では輸出入ともに約10％のシェアを有する重要な相手国である（表10.4）。香港は最終輸出先とは限らないが，インドネシアと同様のシェアを有する輸出先である。日本，台湾，インドネシアは，輸入源として小さめのシェアを確保している。シンガポールでは直接投資，証券投資，その他投資が対内，対外双方で活発に行われている（表10.2）。また，主に欧州から海外銀行の借入を受けている。大きな貿易取引に加えて，日本とシンガポールの間では，証券投資とその他投資（主に貸付・借入）において，多額の資金が双方向に移動している（表10.5）。両国間の直接投資は比較的小さかったが，日本の多国籍企業はシンガポールにおいて商業と電気機械の活動を活発に行い，両国間の貿易でも機械製品は大きな割合を占める（表10.6，10.7）。

多国間貿易交渉がなかなか進展しない現状で，貿易に大きく依存するシンガポールは，これまで積極的に自由貿易協定（FTA）を推進してきた。同国は，ニュージーランド，日本，ヨーロッパ自由貿易連合（スイス，ノルウェー，アイスランド，リヒテンシュタイン），オーストラリア，米国，インド，ヨルダン，チリ，韓国，パナマとFTAを締結した。さらに，2007年にはカナダ，中国，メキシコ，パキスタン，ペルーとのFTA締結を目指して交渉を続けている（Singapore's FTA Network，2007）。FTAは締結相手国以外に不利益をもたらす危惧があるが，締結国相互間の協力と貿易･投資の促進が期待される。
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